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障害福祉課障害施設係

訪問系説明項目

１ 情報共有の徹底・適切な対応
９ 居宅介護・同行援護・行動援護の

資格要件等

２ 人員基準等の毎月の確認 10 たんの吸引等の登録

３ 申請・変更・廃止等の手続 11 秘密保持等

４ 特定事業所加算 12 業務管理体制の整備

５ 加算を算定する際の注意点 13 事故報告書の提出

６ 処遇改善加算算定の注意点 14 情報公表制度

７ 条例改正の主な内容 15 行政処分

８ 令和６年度報酬改定



１ 情報共有の徹底・適切な対応について１ 情報共有の徹底・適切な対応について

• 運営規程

• 付表１

（営業時間、対象者、利用料金など）

• 利用者との契約の際の重要事項説明書

• サービス等利用計画
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実地指導での指導内容、請求エラー内容を見ると変更届出
が提出されていない内容の請求がされていたり、人員基準を
満たしていない例などが見られた。

→以下の情報を確認するとともに、事業所内の従
業員での情報共有を図る。



２ 人員基準等の毎月の確認について２ 人員基準等の毎月の確認について

• 別紙１（介護給付費等の算定に係る体制等
状況一覧表）

• 別紙２（従業者の勤務の体制及び勤務形態
一覧表）
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基本報酬や加算の算定の基礎となる人員配置
等については、上記様式などを基に毎月確認
を行ってください。



２ 人員基準等の毎月の確認について２ 人員基準等の毎月の確認について
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従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（勤務時間）

（　令和５年　４月）

サービス種類 居宅介護　重度訪問介護　同行援護 事業所・施設名 ○○○○ 勤続

定員 ― 前年度の平均実利用者数 ― 基準上の必要職員数 ２．５以上 年数

人員配置区分 ― 該当する体制等 特定事業所加算

3年
以上
の者職種 勤務形態 氏名

第１週 第２週 第３週 第４週
4週の合

計

週平均
の勤務
時間

常勤換
算後の
人数

1.0

サービス提供責任者 常勤・専従 ○○　○○ 160 40.0 1.0

○○　○○ 160 40.0 1.0

ヘルパー 常勤・専従 ○○　○○ 160 40.0

ヘルパー 常勤・専従 ○○　○○ 160 40.0 1.0

ヘルパー 常勤・専従

合計 640 160.0 4.0

1週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数 40

サービス提供時間 160

毎月、人員基準や加算要件を満たしているか、確認してく
ださい。



３ 申請・変更・廃止等の手続について３ 申請・変更・廃止等の手続について

（１）指定申請、更新申請

・・・事業開始（更新）予定日の２か月前まで

（２）廃止届、休止届・・・１か月前まで

（３）再開届・・・再開の日から１０日以内
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提出期限を厳守してください。



（４）変更届

①介護給付費に関するもの以外

・・・変更のあった日から１０日以内

②介護給付費に関するもの

毎月１５日以前・・・翌月から算定

毎月１６日以降・・・翌々月から算定

算定要件を満たさなくなった場合

→変更または終了の届出を速やかに
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提出期限を厳守してください。

３ 申請・変更・廃止等の手続について３ 申請・変更・廃止等の手続について



（例外）

①前年度の実績に応じて算定する加算

・特定事業所加算

→４月中旬まで（区分に変更がある場合）

②福祉・介護職員処遇改善加算等

→算定開始月の前々月の末日まで

※②は毎年、届出が必要
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提出期限を厳守してください。

３ 申請・変更・廃止等の手続について３ 申請・変更・廃止等の手続について
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４ 特定事業所加算について４ 特定事業所加算について
特定事業所加算は、良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、

条件に応じて、所定単位数が加算されますが、令和６年度報酬改定で要件が見直さ
れました。（重度訪問介護除く）

※居宅介護の例
【加算割合】

特定事業所加算（Ⅰ）：所定単位の20％加算（以下①～③すべてに適合）
特定事業所加算（Ⅱ）：所定単位の10％加算（以下①及び②に適合）
特定事業所加算（Ⅲ）：所定単位の10％加算（以下の①及び③に適合）
特定事業所加算（Ⅳ）：所定単位の5％加算（以下の①及び④に適合）

【算定要件】 ※下線部が見直し
①サービス提供体制の整備（研修の計画的実施、情報の的確な伝達等）
②良質な人材の確保（介護福祉士の割合が30％以上等）
③重度障害者への対応（区分５以上である者及び喀痰吸引等を必要とする

者並びに重症心身障害児及び医療的ケア児の占める割合が30％以上）
④中重度障害者への対応（区分４以上である者及び喀痰吸引等を必要とす

る者並びに重症心身障害児及び医療的ケア児の占める割合が50％以上）
※令和６年３月３１日時点で、特定事業所加算を受けている事業所については、

３年間の経過措置を設ける。



特定事業所加算

①体制要件

実績がない場合でも体制が整った時点で

加算の届出はできる

ただし、重度訪問介護は、前月において、

深夜帯も含めたサービス提供の実績が必要

②該当する要件については全て根拠となる書

類の添付が必要
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５ 加算を算定する際の注意点５ 加算を算定する際の注意点
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６ 令和６年度報酬改定における処遇改善加算等の主な変更点６ 令和６年度報酬改定における処遇改善加算等の主な変更点６ 処遇改善加算算定の注意点６ 処遇改善加算算定の注意点

福祉・介護職員等処遇改善加算
① 福祉・介護職員への配分を基本
特に経験・技能のある障害福祉人材に重点的に配分することとするが、障害福祉
サービス事業者等の判断により、福祉・介護職員以外の職種への配分も含め、事
業所内で柔軟な配分を認める

② キャリアパス要件・職場環境等要件の取組に要する費用を、賃金改善額に

含めていないか？（賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加分は
含むことができる）
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６ 処遇改善加算算定の注意点６ 処遇改善加算算定の注意点

【キャリアパス要件Ⅳ 】「経験・技能のある障害福祉人材」のうち1人以上は、
年収４４０万円以上であること

※例外的な取扱いあり

（旧特定加算の職種間配分ルールは緩和されている。）

【キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲ】令和６年度中の誓約を行った事業所
Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備）Ⅱ（研修の実施等）Ⅲ（昇給の仕組み
の整備）
令和６年度の実績報告書にて報告が必要

・勤続１０年以上の職員を基本
・介護福祉士等に該当すること
・勤続年数は、他の法人における経験も通算可能
・当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業所の裁量で設定する

経験・技能のある障害福祉人材（福祉・介護職員）
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６ 処遇改善加算算定の注意点６ 処遇改善加算算定の注意点

【キャリアパス要件Ⅴ】

特定事業所加算

【月額賃金改善要件Ⅰ 】

新加算Ⅳの加算額の１/２以上を基本給等（※）で配分する。

※ 基本給等＝基本給または決まって毎月支払われる手当。

ｅｘ）新加算Ⅳの加算額が1,000万円の場合、500万円以上（新加算Ⅳの1/2
以上）は基本給等での改善に充てる必要がある。たとえ新加算Ⅲ以上を取
得していても、新加算Ⅳの1/2分以上（ここでは500万円以上）を基本給等の
改善に充てる。

今年度中は適用を猶予（令和７年４月からは必須）。

目標 令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベースアップ
令和６・７年度の２か年で加算額全額を賃金改善に充てる
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６ 処遇改善加算算定の注意点６ 処遇改善加算算定の注意点

障害福祉サービス等処遇改善計画書の作成に当たっ
ての注意点

①事業所における賃金改善の内容の根拠となる規則・規程（就業
規則等）がきちんと整備できているか？

②障害福祉サービス等処遇改善計画書の内容、実施した処遇改
善の内容について、職員へ周知しているか？ 

※自署で署名を受ける必要があります。

③計画書の記載内容の根拠となる資料等を適切に保管し、指定
権者から求めがあった場合に速やかに提出できるようにしている
か？

※加算の詳細については、市ホームページ（厚生労働省通知）を
参照
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７ 条例改正の主な内容７ 条例改正の主な内容

主な項目 改正内容 概要

相談支援の質の向上
相談支援事業者への個別支援計画の交
付

障害者の状況を踏まえたサービス等利用計画を作成する観点から、利用者に交
付している個別支援計画について、指定特定相談支援事業者等への交付を義務
付ける。

新障害福祉サービスの創
設

新障害福祉サービスの「就労選択支
援」の創設に伴う基準追加

働く力と意欲のある障害者に対して、自分の働き方を考えることをサポートす
るとともに、就労継続支援を利用しながら就労に関する知識や能力が向上した
障害者には、就労移行支援の利用や一般就労等への選択の機会を適切に提供す
ることを目的とする。

共同生活援助等における地域連携推進
会議の開催等（１年間の経過措置あ
り）

地域の代表者等を含む地域連携推進会議を開催し、事業の運営状況の報告や当
該記録を作成するとともに記録の公表を義務付ける。

共同生活援助等における新興感染症の
発生時に備えた対応

第二種協定指定医療機関との間で新興感染症発生時の対応を取り決めるように
努めなければならないこととする。

地域における生活訓練の
充実

生活介護等の人員配置基準における従
業者の追加

言語障害を有する者等の支援のため、理学療法士、作業療法士の他に言語聴覚
士を加える。

障害者の地域移行の促進
地域生活への意向等を確認する地域移
行等意向確認者の選任（２年間の経過
措置あり）

利用者の地域生活への移行や当該施設以外の指定障害福祉サービス等の利用に
関する意向等を定期的に確認するため、地域移行等意向確認担当者の選任を義
務付ける。

就労継続支援Ｂ型の工賃
明確化

就労継続支援Ｂ型の工賃の支払いに要
する額の明確化

事業者が工賃の支払いに要する額は、原則として、自立支援給付を充ててはな
らないとする。

就労移行支援の定員見直
し

就労移行支援事業所における利用定員
規模の見直し

事業所の定員規模と利用実態に乖離が生じていることから、定員規模を２０人
から、１０人以上とする。

児童発達支援に係るサー
ビスの一元化

児童発達支援の一元化・児童発達支援
センター３類型の一元化

医療型児童発達支援を児童発達支援に一元化するとともに、児童発達支援セン
ターにおける人員・設備基準等の３類型（障害児、難聴児、重症心身障害児）
の区分を一元化する。

児童発達支援等に係る自
己評価の見直し

自己評価方法の明確化・保育所等訪問
支援の自己評価の義務化

自己評価について事業所の従事者による評価の追加や、公表することに加えて
保護者にも示すこととするなど、実施方法を明確化する。また、指定保育所等
訪問支援事業者が自己評価を行うことを義務付ける。

児童発達支援プログラム
の策定・公表

児童発達支援プログラムの策定・公表
の義務化

総合的な支援と支援内容の見える化を進める観点から、心身の健康等に関する
領域とのつながりを明確化した事業所全体の支援内容を示すプログラムを策
定・公表することを義務付ける。

インクルージョンの推進
児童発達支援等の利用によるインク
ルージョンの推進

障害児が指定児童発達支援等を利用することにより、地域の保育、教育等の支
援を受けることができるようにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての
児童が共に成長できるよう、地域社会への参加や包摂の推進に努めなければな
らないこととする。

共同生活援助及び障害者
支援施設の適切な評価と
感染症対応力の向上

改正の特徴と改正内容



８ 令和６年度報酬改定について８ 令和６年度報酬改定について
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８ 令和６年度報酬改定について８ 令和６年度報酬改定について
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８ 令和６年度報酬改定について８ 令和６年度報酬改定について
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８ 令和６年度報酬改定について８ 令和６年度報酬改定について
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８ 令和６年度報酬改定について８ 令和６年度報酬改定について
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８ 令和６年度報酬改定について８ 令和６年度報酬改定について
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９ 居宅介護・同行援護・行動援護の資格要件等(R6年4月以降)９ 居宅介護・同行援護・行動援護の資格要件等(R6年4月以降)

（１）居宅介護

・居宅介護職員初任者研修課程修了者をサービス

提供責任者とする暫定措置の廃止

・合わせて「居宅介護職員初任者研修課程修了者を

サービス提供責任者として配置し、そのサービス提

供責任者が作成した居宅介護計画に基づいて居

宅介護を行う場合は、所定単位数の３０％を減算」

の措置も廃止
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（２）同行援護
同行援護従業者要件の経過措置の延長
⇒現行、令和３年３月31 日において盲ろう者向け通訳・
介助員であった者について、令和６年３月31 日までの
間は同行援護従業者養成研修（一般課程）修了者とみ
なす経過措置を設けています。

今般、当該経過措置の対象者について、令和６年３
月31 日において同行援護の事業を行う事業所の従業
者であった場合に限り、令和９年３月31 日までの間は、
引き続き同行援護従業者養成研修修了者とみなす。

なお、本取扱いは暫定的な措置であることから、同行
援護従業者養成研修等を修了していない盲ろう者向
け・通訳介助員が同行援護を提供した場合は、報酬の
１０％を減算する。

９ 居宅介護・同行援護・行動援護の資格要件等(R6年4月以降)９ 居宅介護・同行援護・行動援護の資格要件等(R6年4月以降)



（３）行動援護

行動援護のサービス提供責任者及び従業者の要
件に係る経過措置の延長

⇒行動援護のサービス提供責任者及び従業者の

要件における、「介護福祉士や実務者研修修了者
等を行動援護従業者養成研修課程修了者とみな
す」という経過措置について、令和９年３月31日ま
で延長し、その後廃止。
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９ 居宅介護・同行援護・行動援護の資格要件等(R6年4月以降)９ 居宅介護・同行援護・行動援護の資格要件等(R6年4月以降)



10 たんの吸引等の登録について10 たんの吸引等の登録について
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→居宅介護事業所等がたんの吸引等を行う場
合、必ず鹿児島県への登録が必要。

→詳しくは、鹿児島県ホームページをご覧いた

だくか、鹿児島県障害福祉課へお問い合わせく
ださい。

「登録特定行為事業者」として鹿児島県に登録
した事業所においては、一定の研修を受けた
介護職員等に対して、喀痰吸引等の行為（特定
行為）の業務に従事させることができる。



11 秘密保持等について11 秘密保持等について

• 従業者の秘密保持義務について、在職中及び退職
後における秘密保持義務を職業規則又は雇用契約
書、誓約書等に明記すること。

• 利用者及びその家族から個人情報の利用について
同意を得ておくこと。
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・正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者
又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必
要な措置を講じなければならない。

・他の事業所へ利用者等の情報を提供する際は、
あらかじめ文書により利用者等の同意を得ておか
なければならない。
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12 業務管理体制の整備について12 業務管理体制の整備について

事業所等の所在地 届出先

（１） すべての事業所等が、鹿児島市内に所在する場合 鹿児島市

（２） すべての事業所等が、鹿児島県内に所在する場合（上記
（１）を除く）

鹿児島県

（３） すべての事業所等が、複数の都道府県に所在する場合 厚生労働省

事業所数 ※１ 届出事項

１以上２０未満 ①法令順守責任者の専任

２０以上１００未満 ①及び②法令遵守規程の概要

１００以上 ①、②及び③業務執行の状況の監査の方法の概要

【趣旨】

事業者等は、事業の適正な運営を確保するため、法令順守等の業務管理
体制を整備し、関係行政機関に届け出ることになっている。

まだ提出していない法人、または届出内容に変更のあった法人はすみや
かに届出を行ってください。（詳しくは市ホームページを参照）

【届出先】

【整備する業務管理体制の内容】 ※１ 事業所の数はサービス種類ごとに数える。
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13 事故報告書の提出について13 事故報告書の提出について
【趣旨】

指定障害福祉サービス等において、利用者に対するサービスの提供により事故
が発生した場合は、鹿児島市、支給決定を受けた市町村及び当該利用者の家族
等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。
【報告を求める事故等】

①サービス提供中の利用者の怪我又は死亡
②職員（従業者）の法令違反・不祥事
③感染症若しくは食中毒の発生等又はそれが疑われる状況
※感染症には、新型コロナウイルス感染症を含む

④人権侵害等 ⑤無断外出 ⑥災害 ⑦その他
【報告の方法】

①事故等の発生後、第一報として、直ちに電話により概要報告を行った後、
 事故報告書をFAX・郵送・メールにより送付

②時間の経過に伴い状況が変化する事案については、電話・FAX・郵送・
 メールにより追加報告

③事故等の処理が終息した場合は、事案に応じて、損害賠償等の対応
状況、再発防止策等を含む詳細報告
※感染症若しくは食中毒の発生等については、市感染症対策課にも報告が

必要になります。



14 情報公表制度について14 情報公表制度について

【主旨・目的】
○ 障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加す

る中、利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択
できるようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上
が重要な課題となっている。

○ このため、平成２８年５月に成立した障害者総合支援法及び
児童福祉法の一部を改正する法律において①事業者に対し
て障害福祉サービスの内容等を都道府県知事（※）へ報告す
ることを求めるとともに、②都道府県知事（※）が報告された内
容を公表する仕組みを創設し、利用者による個々のニーズに
応じた良質なサービスの選択に資すること等を目的とする。

（平成３０年４月施行）

※鹿児島市の場合は市長。
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【公表の方法】

ＷＡＭ ＮＥＴ（ワムネット：独立行政法人福祉医療機構
の総合情報サイト）の「障害福祉サービス等情報公表
システム」において公表。

【報告の方法】

事業所が直接情報公表システムにログインし入力

【報告時期】

毎年５月に情報公表の内容について更新すること。
（新規事業者は指定後１月以内に報告）

※未報告の場合は、情報公表未報告減算の対象となります。
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14 情報公表制度について14 情報公表制度について



・今年度、本市の障害福祉サービス事業所等に対して、従業者
による虐待や報酬を不正に請求するなどの事由により行政処分
を行ったところです。

・ 今回の事案は、障害者の尊厳を害するのみならず、制度全体
の信頼を損なうもので到底許されるものではありません。 

・事業所等におかれましては、国の基準省令やガイドライン等の
遵守など適切な運営をお願いします。

・処分事案の概要（鹿児島市ホームページ）

https://www.city.kagoshima.lg.jp/kenkofukushi/fukushi/syofuku/k
enko/fukushi/shogai/siteisyougaisyasiensisetutouitibukouryokutei
si.html 30

15 行政処分について15 行政処分について
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